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超高齢化と大都市圏
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1,300年間の日本人口の推移(実績・予測) →長期的に急減

（出典）総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、同「平成12年及び17年国勢調査結果による補間推計人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口（平成18年12月推計）」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）をもとに、国土交通省国土計画局作成

（万人） 2004年12月にピーク
12,784万人

高齢化率 19.6%

2030年
11,522万人

高齢化率 31.8%

2050年
9,515万人

高齢化率 39.6%

2100年（中位推計）
4,771万人

高齢化率 40.6%

2100年（高位推計）
6,407万人

2100年（低位推計）
3,770万人

（年）
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○日本の総人口は、2004年をピークに、今後100年間で100年前（明治時代後半）の水準に戻っていく。この変化は
千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。
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2050年には日本の総人口は3,300万人減少

○日本の総人口は、2050年には、9,515万人と約3,300万人減少（約25.5％減少）。
○65歳以上人口は約1,200万人増加するのに対し、生産年齢人口（15‐64歳）は約3,500万人、若年人口（0‐14歳）は

約900万人減少する。その結果、高齢化率でみればおよそ20％から40％へと高まる。
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（推計）

総人口
10,467万人

高齢人口
739万人
（7.1％）

総人口
12,777万人

高齢人口
2,576万人
（20.2％）

生産年齢人口
4,930万人
（51.8％）

若年人口
2,517万人
（24.0％）

若年人口
821万人
（8.6％）

高齢人口
3,764万人
（39.6％）

（出典）総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」における出生中位（死亡中位）推計をもとに、
国土交通省国土計画局作成

（注１）「生産年齢人口」は15～64歳の者の人口、「高齢人口」は65歳以上の者の人口
（注２）（ ）内は若年人口、生産年齢人口、高齢人口がそれぞれ総人口のうち占める割合

総人口は
約3,300万人減少

生産年齢は
約3,500万人減少

高齢は
約1,200万人増加

若年は
約900万人減少

生産年齢人口
8,442万人
（66.1％）

若年人口
1,759万人
（13.8%）

生産年齢人口
7,211万人
（68.9％）

（年）

9,515万人

総人口

（注３）2005年は、年齢不詳の人口を各歳別に按分して含めている
（注４）1950～1969、1971年は沖縄を含まない
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高齢者の中でも年齢階層により増加率が異なる

○65歳以上の高齢人口を５歳階級毎にみると、年齢が上がるほど、増加率が高まる傾向。80歳以上の年齢階級につ
いてみると2050年まで一貫して65歳以上の高齢人口の増加率よりも大きくなっている。
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（出典）総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」における出生中位（死亡中位）推計をもと
に、国土交通省国土計画局作成。
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約4割が単独世帯 夫婦と子は少数派

中長期的に世帯数も減少／ただし、(高齢者)単独世帯は増加
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5割超が高齢者単独世帯

単独

夫婦のみ

夫婦と子

ひとり親と子

その他の世帯

4,727万世帯

4,679万世帯

4,390万世帯

4,066万世帯

3,797万世帯

3,582万世帯

4,880万世帯

4,561万世帯

4,388万世帯

4,206万世帯

4,906万世帯

5,029万世帯

5,060万世帯

5,044万世帯

4,984万世帯

高齢者単独世帯

高齢者単独世帯以
外の単独世帯

単独世帯数の推移

※％は全単独世帯に占
める高齢者単独世帯
の割合

○≪世帯類型≫をみると、これまで家族類型の主流であった「夫婦と子」からなる世帯は2050年には少数派となり、
代わって単独世帯が約４割と一番多い世帯類型となる。また、単独世帯のうち高齢者単独世帯の割合は５割を超
え2050年まで増加し続ける。

（万世帯） （万世帯）

（出典）総務省「国勢調査報告」 、国土交通省国土計画局推計値（都道
府県別将来世帯数）をもとに、同局作成
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圏域により人口減少の状況は異なる

（出典）総務省「国勢調査報
告」、国土交通省国土計
画局推計値（都道府県別
将来人口）をもとに、同
局作成

（万人） （万人）

北海道 東北圏 首都圏 中部圏 北陸圏 近畿圏 中国圏 四国圏 九州圏 沖縄県 全国 東京圏 名古屋圏 大阪圏

実績
1970年 518 1,139 3,026 1,374 278 1,740 700 390 1,207 95 10,467 2,411 869 1,547
2005年 563 1,207 4,238 1,722 311 2,089 768 409 1,335 136 12,777 3,448 1,123 1,848

国計局
推計値

2010年 548 1,168 4,291 1,728 306 2,074 754 397 1,313 139 12,718 3,510 1,135 1,834
2015年 534 1,135 4,282 1,707 299 2,038 736 386 1,285 141 12,543 3,514 1,126 1,802
2020年 513 1,091 4,246 1,675 290 1,989 709 371 1,248 142 12,273 3,498 1,111 1,759
2025年 487 1,040 4,183 1,635 278 1,927 678 353 1,203 143 11,927 3,461 1,092 1,706
2030年 458 983 4,101 1,588 265 1,856 642 334 1,153 143 11,522 3,408 1,069 1,645
2035年 425 922 4,001 1,537 250 1,777 604 314 1,097 142 11,068 3,343 1,044 1,577
2040年 390 858 3,885 1,480 234 1,690 563 292 1,037 141 10,569 3,265 1,016 1,502
2045年 355 792 3,758 1,419 218 1,597 522 271 974 139 10,044 3,178 987 1,424
2050年 319 727 3,628 1,359 201 1,503 481 250 911 137 9,515 3,090 958 1,343
2005年との差 -244 -480 -610 -363 -110 -586 -287 -159 -424 1 -3,262 -358 -165 -505

対2005年
増減率 -43.4% -39.8% -14.4% -21.0% -35.2% -28.1% -37.4% -38.9% -31.7% 0.3% -25.5% -10.4% -14.7% -27.3%

減少率が小さい三大都市圏で1,028万人
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差が拡大

○広域ブロック別の≪人口≫は、多くの圏域で一貫して減少するが、東京圏は当面増加した後、2020年に減少に転ずる。
「対2005年増減率」でみると、東京圏、名古屋圏は全国平均より減少率が小さいのに対して、その他の地域では減少率が
大きい。地域間で減少率に大きな差がある。 （なお、減少数でみると、三大都市圏で全体の約３分の１を占める。）

○５年毎の減少率の推移でみると、東京圏などとその他地域で減少率の差が拡大しており、結果として、東京圏などの人
口シェアが加速度的に高まる。

（年） （年）
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異なる三大都市圏の人口動態(参考)

三大都市圏の人口純流入
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名古屋圏： 愛知県，岐阜県，三重県

大 阪 圏： 大阪府，兵庫県，京都府，奈良県

総務省『住民基本台帳移動報告』 8



（出典）「住民基本台帳移動報告」（総務省統計局）

東京圏への人口流入は続いているが、大阪圏では人口流出が続いている。一方、
東京２３区や大阪市など都心への人口回帰も見られる。

（※ 転入超過者数＝転入者数－転出者数）

三大都市圏の人口の社会増減の推移
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（出典）「人口動態統計」（厚生労働省）

三大都市圏においては、人口の自然増はほとんど見られなくなっている。特に、
大阪圏・大阪市においては、自然減が始まりつつある。

（※ 出生超過者数＝出生数－死亡数）

三大都市圏の人口の自然増減の推移

-50000

0

50000

100000

150000

200000

250000

300000

350000

400000

450000

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

３大都市圏（東京圏、名古屋圏、大阪圏）の出生超過者数の推移

東京圏 大阪圏 名古屋圏

東 京 圏： 東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県
名古屋圏： 愛知県，岐阜県，三重県
大 阪 圏： 大阪府，兵庫県，京都府，奈良県

-5000

0

5000

10000

15000

20000

H2 H7 H12 H17 H22

東京２３区＋３大都市（横浜市・大阪市・名古屋

市）の出生超過者数の推移

東京２３区 横浜市 大阪市 名古屋市

10



少子高齢化により人口減少が進むなか、大都市部（東京圏、名古屋圏、大阪圏を
いう。以下同じ。）への人口集中が進行していくことが予想される。
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（出典）「国勢調査」（総務省統計局）・「日本の市区町村別将来推計人口」（平成20年12月推計 国立社会保障・人口問題研究所発表）
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三大都市圏の年齢区分別人口の推移①

三大都市圏においても、年少者人口・生産年齢人口が減少する一方、高齢者人口
は大幅に増加していくことが予想される。
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（出典）「国勢調査」（総務省統計局）・「日本の市区町村別将来推計人口」（平成20年12月推計 国立社会保障・人口問題研究所発表）
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（出典）「国勢調査」（総務省統計局）・「日本の市区町村別将来推計人口」（平成20年12月推計 国立社会保障・人口問題研究所発表）

三大都市圏における生産年齢人口の占める割合は、他の地域からの流入等によ
り、他の地域よりも緩やかに減少していくことが予想される。

三大都市圏の年齢区分別人口の推移②
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【千葉県船橋市】 （中核市）【愛知県名古屋市】（政令指定都市）

○三大都市圏における高齢者人口の伸び率は、その他の地域における高齢者人口の

伸び率を大きく上回る。特に、75歳以上人口において顕著である。

【中国地方A県B市】 【中国地方C県D町】

＜2005年と2035年の高齢者人口伸び率比較＞

・65歳以上：１．５倍 ・75歳以上：２．１倍

＜2005年と2035年の高齢者数伸び率比較＞

・65歳以上：１．９倍 ・75歳以上：２．９倍

＜2005年と2035年の高齢者数伸び率比較＞

・65歳以上：０．９倍 ・75歳以上：１．１倍

＜2005年と2035年の高齢者数伸び率比較＞

・65歳以上：０．９倍 ・75歳以上：１．２倍
※ 国立社会保障・人口問題研究所 「日本の市区町村別将来推計人口」H20年12月推計よ

り作成

三大都市圏における高齢者人口の急増
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変貌する大都市と都市財政
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【高齢者人口推計 】 【老人福祉費推計】

○ 三大都市圏における高齢者人口・老人福祉費の伸びと、

その他の地域における高齢者人口・老人福祉費の伸びを比較

【神奈川県横浜市】（政令指定都市） 【大阪府茨木市】（特例市）
＜具体例＞

※ 高齢者人口推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」(H20年12月推計)
より作成

※ 老人福祉費推計は、H22国調人口とH21老人福祉費より求められる相関式を用いて算出

三大都市圏における高齢者人口の急増に伴う財政負担の急増
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生活保護の被保護実人員（都市の区分別）

（出典）総務省『平成17年国勢調査』『平成22年国勢調査』、厚生労働省『福祉行政報告例』

【平成23年9月分】 （単位：人、％）

被保護実人員
(A)

被保護実人
員シェア

人口(22年国調)
(B)

人口シェア

被保護実人員
の人口に占め

る割合

(A)/(B)

指定都市(19団体) 676,397 32.7 26,417,912 20.6 2.6

中 核 市 (41 団 体 ) 306,042 14.8 16,948,674 13.2 1.8

そ の 他 市 町 村 1,083,457 52.4 84,690,766 66.1 1.3

全 国 2,065,896 100.0 128,057,352 100.0 1.6

【平成18年9月分】 （単位：人、％）

被保護実人員
(A)

被保護実人
員シェア

人口(17年国調)
(B)

人口シェア

被保護実人員
の人口に占め

る割合

(A)/(B)

指定都市(15団体) 458,570 30.3 22,838,357 17.9 2.0

中 核 市 (36 団 体 ) 209,712 13.9 16,097,062 12.6 1.3

そ の 他 市 町 村 842,949 55.8 88,832,575 69.5 0.9

全 国 1,511,231 100.0 127,767,994 100.0 1.2

○ 指定都市や中核市において生活保護を受ける人の割合は全国平均より高い。
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○ ６５歳以上人口１０万人に対する介護保険施設（※）の定員（都道府県別）では、

大都市部において、全国平均よりも著しく少ない現状

→今後、大都市部において、高齢者人口の急増に伴い、介護保険施設の早急な整

備が必要となる

※ 厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査結果の概況」（2009年）より作成

※ 介護保険施設：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設

【 ６５歳以上人口１０万人に対する介護保険施設の定員（都道府県別） 】

大都市部における介護保険施設の整備状況
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市町村の性質別歳出とその構成（平成２１年度）

（資料）総務省『地方財政白書』（各年度）をもとに作成

義務的
経費

16年度
との比較 人件費

16年度
との比較 扶助費

16年度
との比較 公債費

16年度
との比較

普通建
設事業

費

16年度
との比較

うち補助
事業費

16年度
との比較

うち単独
事業費

16年度
との比較 物件費

16年度
との比較 貸付金

16年度
との比較 その他

16年度
との比較

歳出合
計

16年度
との比較

政令指定都市 55,728 8,947 17,871 1,479 22,399 6,511 15,458 957 13,954 66 4,995 262 7,894 △ 396 10,818 1,585 11,556 2,915 25,375 6,559 117,431 20,072

中核市 30,482 4,175 11,062 366 12,087 3,292 7,334 519 8,346 △ 258 3,229 920 4,850 △ 1,116 6,975 538 1,893 △ 48 14,360 4,194 62,056 8,601

特例市 16,944 △ 189 6,872 △ 677 6,162 553 3,910 △ 65 4,631 △ 440 1,718 378 2,795 △ 760 4,501 290 1,469 335 9,269 2,072 36,814 2,068

都市 92,326 10,270 37,651 415 29,905 6,885 24,770 2,971 28,959 1,617 11,120 2,803 16,911 △ 968 25,488 2,525 4,088 △ 561 56,024 14,893 206,885 28,744

中都市 41,623 3,358 16,839 △ 133 14,964 2,987 9,820 504 11,920 707 4,388 1,161 7,204 △ 400 11,680 1,070 2,019 △ 462 23,147 5,872 90,389 10,545

小都市 50,703 6,912 20,812 548 14,941 3,897 14,950 2,466 17,039 910 6,733 1,643 9,706 △ 569 13,808 1,455 2,069 △ 100 32,877 9,022 116,496 18,199

町村 22,801 △ 15,701 10,454 △ 8,871 4,262 △ 1,538 8,085 △ 5,292 10,764 △ 7,630 4,249 △ 1,684 6,146 △ 5,303 7,717 △ 4,558 418 △ 287 18,564 △ 7,833 60,264 △ 36,009

町村(1万人以上) 15,840 △ 7,994 7,237 △ 4,923 3,385 △ 817 5,218 △ 2,254 6,626 △ 4,088 2,590 △ 505 3,801 △ 3,244 5,316 △ 2,525 280 △ 187 12,603 △ 3,752 40,665 △ 18,546

町村(1万人未満) 6,961 △ 7,707 3,217 △ 3,949 877 △ 721 2,867 △ 3,038 4,139 △ 3,541 1,659 △ 1,179 2,345 △ 2,058 2,401 △ 2,033 138 △ 100 5,960 △ 4,083 19,599 △ 17,464

合計 218,281 7,502 83,910 △ 7,288 74,815 15,702 59,557 △ 911 66,654 △ 6,645 25,312 2,681 38,596 △ 8,543 55,500 380 19,424 2,353 123,591 19,886 483,450 23,476

政令指定都市 47.5 △ 0.6 15.2 △ 1.6 19.1 2.8 13.2 △ 1.7 11.9 △ 2.4 4.3 △ 0.6 6.7 △ 1.8 9.2 △ 0.3 9.8 1.0 21.6 2.3 100.0

中核市 49.1 △ 0.1 17.8 △ 2.2 19.5 3.0 11.8 △ 0.9 13.4 △ 2.6 5.2 0.9 7.8 △ 3.3 11.2 △ 0.8 3.1 △ 0.6 23.1 4.1 100.0

特例市 46.0 △ 3.3 18.7 △ 3.1 16.7 0.6 10.6 △ 0.8 12.6 △ 2.0 4.7 0.8 7.6 △ 2.6 12.2 0.1 4.0 0.7 25.2 4.5 100.0

都市 44.6 △ 1.4 18.2 △ 2.7 14.5 1.5 12.0 △ 0.3 14.0 △ 1.4 5.4 0.7 8.2 △ 1.9 12.3 △ 0.6 2.0 △ 0.6 27.1 4.0 100.0

中都市 46.0 △ 1.9 18.6 △ 2.6 16.6 1.6 10.9 △ 0.8 13.2 △ 0.9 4.9 0.8 8.0 △ 1.6 12.9 △ 0.4 2.2 △ 0.9 25.6 4.0 100.0

小都市 43.5 △ 1.0 17.9 △ 2.8 12.8 1.6 12.8 0.1 14.6 △ 1.8 5.8 0.6 8.3 △ 2.1 11.9 △ 0.7 1.8 △ 0.4 28.2 4.0 100.0

町村 37.8 △ 2.2 17.3 △ 2.7 7.1 1.0 13.4 △ 0.5 17.9 △ 1.2 7.1 0.9 10.2 △ 1.7 12.8 0.1 0.7 △ 0.0 30.8 3.4 100.0

町村(1万人以上) 39.0 △ 1.3 17.8 △ 2.7 8.3 1.2 12.8 0.2 16.3 △ 1.8 6.4 1.1 9.3 △ 2.6 13.1 △ 0.2 0.7 △ 0.1 31.0 3.4 100.0

町村(1万人未満) 35.5 △ 4.1 16.4 △ 2.9 4.5 0.2 14.6 △ 1.3 21.1 0.4 8.5 0.8 12.0 0.1 12.3 0.3 0.7 0.1 30.4 3.3 100.0

合計 45.2 △ 0.7 17.4 △ 2.5 15.5 2.6 12.3 △ 0.8 13.8 △ 2.1 5.2 0.3 8.0 △ 2.3 11.5 △ 0.5 4.0 0.3 25.6 3.0 100.0

区分

決
算
額

（
億
円

）

構
成
比

（
％

）

○ 指定都市や中核市において、扶助費の負担増が顕著である。
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○大都市部においては、人口急増期（昭和30～40年代など）に集中的に整備した

公共施設が一斉に更新時期を迎えるため、老朽化した公共施設の更新に伴う

財政負担が急増する

（出典） 最近の都財政に関する研究会「人口減少社会における都財政運営のあり方」（平成17年11月）

（出典） 横浜市「横浜市公共施設の保全・利活用基本方針（平成21年3月）

【東京都が管理する社会資本ストックの維持更新費の推計】 【横浜市が管理する公共施設の保全費の推計】

・ 東京都が管理する社会資本全体の維持補修費

及び

更新費の推計結果をみると、平成20年代後半以

降、財政負担が急増する見込みとなっている

老朽化した公共施設の更新に伴う財政負担の急増

17  18  19  20  21  22  23  24  25  26  27  28   29  30  31  32   33  34  35  36  
37

平成 年度

17  18  19  20  21  22  23  24  25  26  27  28   29  30  31  32   33  34  35  36  
37

平成 年度

① 維持補修費

② 更新費

※ 東京都が管理する社会資本ストック（道路、橋りょうなど一般会計が所管するもののみ）の維
持補修費と更新費について推計

※ 推計は、「東京都が管理する社会資本の維持更新需要額の将来推計（平成10年7月）」（東京
都）の考え方をベースに行った

60
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・ 横浜市が管理する公共施設の保全費の推計結

果を

みると、今後、財政負担は着実に増加する見込

みとなっている
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※ 横浜市が管理する公共施設（企業会計を含む）の保全費（点検、修繕、改修、更新に要する
費用）に

ついて推計

800

年度
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○大都市部の公立学校施設（※）は、昭和

56年以前に建設されたものの割合が高

い。※ 公立学校施設：公立の小中学校、高等学校、特別支援学校、幼

稚園

【 公立学校施設の整備時期（都道府県別） 】 【 公立小中学校の耐震化率（都道府県別） 】

○大都市部においても、公立小中学校

の耐震化が全国平均に比べ遅れてい

るところがある。

（注） 昭和56年制定の新耐震基準適合の建物

は、 一般的に耐震性があるとみなされる

※ 文部科学省「公立学校施設の耐震改修状況調査」（2011年）より作成

（注） 耐震化とは、昭和57年以降の建物及び、昭和56年以

前の建物のうち、耐震性があることが判明している建物

（改修済 みを含む）をいう。

公立学校施設の整備時期及び耐震改修の状況
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東京都・指定都市の都（市）内総生産の推移について

（資料）内閣府「県民経済計算」（各年度）より作成

※指定都市については、平成9年度以降データがある市のみ。
都（市）内総生産については、生産側の連鎖方式による実質値、平成１２暦年連鎖価格となっている。

平成９年度から１９年度の推移を見ると、東京都、千葉市、横浜市の伸びが高い一方
で、札幌市、仙台市、大阪市、北九州市の伸びが低い。

（単位：百万円）

都（市）内総生産 全国シェア 都（市）内総生産 全国シェア 都（市）内総生産 全国シェア 対平成９年度比

東 京 都 85,481,189 16.88% 92,574,587 17.67% 100,366,495 17.51% +17.4%

札 幌 市 6,681,658 1.32% 6,892,832 1.32% 6,683,846 1.17% +0.0%

仙 台 市 4,355,018 0.86% 4,418,709 0.84% 4,452,583 0.78% +2.2%

千 葉 市 3,334,377 0.66% 3,424,547 0.65% 3,753,425 0.65% +12.6%

横 浜 市 12,396,898 2.45% 12,780,221 2.44% 13,943,944 2.43% +12.5%

川 崎 市 4,938,429 0.98% 4,805,248 0.92% 5,372,663 0.94% +8.8%

名 古 屋 市 14,044,131 2.77% 13,647,793 2.61% 15,365,280 2.68% +9.4%

京 都 市 5,958,085 1.18% 6,062,300 1.16% 6,540,284 1.14% +9.8%

大 阪 市 22,403,132 4.43% 21,937,106 4.19% 22,134,712 3.86% -1.2%

神 戸 市 6,322,902 1.25% 6,103,063 1.16% 6,704,114 1.17% +6.0%

広 島 市 5,032,321 0.99% 5,043,126 0.96% 5,498,839 0.96% +9.3%

北 九 州 市 3,807,121 0.75% 3,610,637 0.69% 3,851,797 0.67% +1.2%

福 岡 市 6,594,827 1.30% 6,828,445 1.30% 7,239,470 1.26% +9.8%

全 国 計 506,269,273 523,875,061 573,202,338 +13.2%

平成9年度 平成14年度 平成19年度
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東京都・指定都市の都（市）内総生産の推移について（主な分野別）

（資料）内閣府「県民経済計算」（各年度）より作成

※指定都市については、平成9年度以降データがある市のみ。
なお、名古屋市の平成19年度における建設業の数値は、平成18年度以降不明のため、平成17年度の数値を記載した。
都（市）内総生産については、生産側の連鎖方式による実質値、平成12暦年連鎖価格となっている。

平成９年度から１９年度の推移を見ると、
○ 建設業総生産は東京都、全指定都市で減少している。一方、製造業、金融・保険業総生産は増

加した団体、減少した団体でほぼ半数に分かれる。
○ 金融・保険業、サービス業総生産の東京都の増加が指定都市に比べ顕著である。
○ 不動産業総生産は大阪市で唯一減少している。

（単位：百万円）

平成9年度 平成19年度 伸び率 平成9年度 平成19年度 伸び率 平成9年度 平成19年度 伸び率 平成9年度 平成19年度 伸び率 平成9年度 平成19年度 伸び率 平成9年度 平成19年度 伸び率

東 京 都 10,885,648 10,922,950 0.3% 5,340,829 4,209,096 -21.2% 19,249,074 18,890,151 -1.9% 10,706,368 13,583,061 26.9% 9,976,125 11,903,062 19.3% 20,822,273 31,504,336 51.3%

札 幌 市 339,836 276,858 -18.5% 640,079 402,756 -37.1% 1,468,839 1,243,661 -15.3% 477,584 450,490 -5.7% 935,143 1,030,353 10.2% 1,712,635 2,107,915 23.1%

仙 台 市 351,209 264,032 -24.8% 374,496 246,291 -34.2% 1,068,621 699,926 -34.5% 244,687 256,737 4.9% 560,847 620,067 10.6% 922,421 1,225,069 32.8%

千 葉 市 395,709 437,979 10.7% 294,179 204,003 -30.7% 560,233 545,996 -2.5% 161,628 178,506 10.4% 421,777 459,412 8.9% 873,083 1,035,255 18.6%

横 浜 市 2,101,581 1,695,590 -19.3% 930,121 751,059 -19.3% 1,600,023 1,703,907 6.5% 658,250 646,768 -1.7% 2,094,610 2,563,958 22.4% 2,749,229 3,787,259 37.8%

川 崎 市 1,622,566 1,364,534 -15.9% 330,736 242,808 -26.6% 442,522 662,098 49.6% 210,924 179,381 -15.0% 733,122 967,210 31.9% 788,636 1,057,559 34.1%

名古屋市 1,781,264 1,853,398 4.0% 745,918 601,224 -19.4% 4,404,932 4,285,351 -2.7% 661,234 636,000 -3.8% 1,102,700 1,259,994 14.3% 3,544,674 4,828,667 36.2%

京 都 市 1,067,976 1,338,655 25.3% 351,208 235,670 -32.9% 1,146,725 956,257 -16.6% 440,207 428,504 -2.7% 845,655 972,379 15.0% 1,221,992 1,552,680 27.1%

大 阪 市 3,013,358 2,289,637 -24.0% 716,876 558,133 -22.1% 7,347,989 6,513,684 -11.4% 1,383,836 1,414,744 2.2% 1,971,529 1,814,838 -7.9% 5,173,775 6,467,981 25.0%

神 戸 市 1,144,309 1,390,755 21.5% 657,216 250,258 -61.9% 1,087,192 929,411 -14.5% 420,338 436,742 3.9% 751,275 811,408 8.0% 1,179,381 1,573,659 33.4%

広 島 市 576,303 744,683 29.2% 350,098 196,693 -43.8% 1,321,177 1,263,738 -4.3% 327,593 373,209 13.9% 515,143 615,987 19.6% 1,136,373 1,492,682 31.4%

北九州市 953,460 799,946 -16.1% 286,008 197,665 -30.9% 458,894 389,358 -15.2% 261,361 205,408 -21.4% 315,627 388,165 23.0% 772,719 979,019 26.7%

福 岡 市 310,929 359,073 15.5% 339,066 281,141 -17.1% 2,304,091 2,000,210 -13.2% 406,921 398,590 -2.0% 661,790 796,468 20.4% 1,660,380 2,227,427 34.2%

全 国 計 109,176,720 139,563,949 27.8% 39,723,900 26,298,906 -33.8% 77,480,558 69,562,404 -10.2% 32,262,848 35,328,625 9.5% 60,113,547 69,825,353 16.2% 98,263,044 131,435,668 33.8%

サービス業製造業 建設業 卸売・小売業 金融・保険業 不動産業
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都市圏域に関する分析例（東京自治制度懇談会（東京都））

○ 大都市の範囲や特質について、人口密度、昼間人口密度、昼間人口割合、ＤＩＤ（人口集中地
区）、商業地の地価等により分析すると、次のとおり区分して考えることができる。
・Ａライン（生活圏・経済圏）通勤、通学の範囲を包含している圏域

・Ｂライン（高度集積連たん区域）昼夜間人口や企業の集積が高く、市街地が連たんしている圏域

・Ｃライン（業務機能特化区域）夜間人口より昼間人口が増え特に企業が高度に集積している圏域

・Ｄライン（コア） 昼間人口や企業の集積が突出して高くなる一方で、夜間人口が減少する圏域

○ 総合的・一体的な大都市経営が必要な範囲は、Ｂライン（高度集積連たん区域）の範囲全体と
捉えることができる。

出典：東京自治制度懇談会 議論のまとめ（平成18年11月）

この報告書では、Ａラインにおける行政需要のイメージとして、都市・郊外間交通整備、防災対
策等が挙げられているが、都市圏域におけるこのような行政サービスの提供・調整をどのように
行っていくことが考えられるか。
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都市圏域に関する分析例（東京自治制度懇談会（東京都））

出典：東京自治制度懇談会 議論のまとめ（平成18年11
月）
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大都市制度
改革の展望と課題
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1

大都市制度改革の展望と課題

大都市の規模と能力を最大限に活かす大都
市制度が必要

 人口減少社会の到来など、社会経済の構造

的な転換期を迎える中、大都市が日本の

成長をけん引していくことが必要

【２つのキーワード】

大都市の機能強化

中枢都市を中心とした自治体連携の強化
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※「世界の統計」（総務省）を基に作成
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 アジア諸国の著しい成長により、日本の割合が相対的に低下。

世界の国内総生産
（名目GDP構成比）

１ 国際的な都市間競争の激化
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住宅需要は将来的に減少

今後は、世帯数
の減少により住
宅需要は減少と
予測

住宅ストック数の増加

住宅ストックと世帯数の推移

ケース1、2とも空
き家数は増加

(万戸) (戸)

（推計）

（注）空き家数は、居住世帯なしの住宅数から、一時的に使用され
ている住宅数と建築中の住宅数を引いたもの
・ケース１： 推計年次間における既存住宅数の滅失分の２割相

当数が空き家となり累積するものと仮定
※滅失分には、居住者がいなくなった住宅及び増改築や

建て替え等により建築時期が変わった住宅を含む
・ケース２：ケース１の仮定に加え、除却及びストックの活用に

よって５年毎に直前５年間の期首における空き家数の１
割に相当する数の空き家の減少が継続的に生じるもの
と仮定

（出典）総務省「住宅・土地統計調査」、「国勢調査」、国立社会保
障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（平成21
年12月推計）」をもとに、国土交通省国土計画局作成

○これまでの≪住宅ストックと世帯数との関係≫をみると、世帯数の伸び以上に住宅ストックが増加し、ストック超過
が拡大してきている。また、これに伴い、空き家数も増加し続けている。他方で、今後、世帯数の減少により住宅需
要は減少していくと予想される。

（年）

(左目盛)

(左目盛)

(右目盛)
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（2005年の人口規模）
（対数表記）

2005年から2050年の人口変化率

19.8 
22.9 

25.8 

30.2 

41.1 

48.0 

市区町村の人口規模別の人口減少率

市区町村別では、小規模市区町村ほど人口の減少率が大きい

全国平均の
減少率
約25.5％

市区町村の人口規模と人口変化率の関係

全国平均の
減少率約25.5％

（出典）国土交通省国土計画局推計値（市区町村別将来人口）をもとに、
同局作成

○≪市区町村の人口規模別≫に人口動向をみると、人口規模が小さくなるにつれて人口減少率が大きくなる傾向が
見られる。人口規模が10万人以下の市区町村では、人口減少率が全国平均の25.5％を上回る市区町村が多い。
特に現在人口6,000～１万人の市区町村では、人口がおよそ半分に減少する。

市区町村の
人口規模

０

－１０

－２０

－３０

－４０

－５０

（%）
人口減少率

政令指定都市等 10～30万人 1万～5万人
30万人～ 5～10万人 6,000～1万人
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4,000

2010年から△31%

△87万
人

2040年
全体人口2,125万
人
2010年から
△8.2％

△190万
人
→1980年頃と同じ

三大都市圏
（既成市街地等）

ピーク
2015年 2,340万人

（人
口

単
位
：万
人
）

2010年から△34%

△157万人

2040年
全体人口3,038万人
2010年から△11％

△392万人
→1990年頃と同じ

三大都市圏
（近郊整備地帯等）

ピーク
2015年 3,438万人

（人
口

単
位
：万
人
）

2010年から△22％
△350万

人

老年人口

生産年齢人
口

幼年人口

出典：国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計）

※ 「三大都市圏（既成市街地）」＝首都圏・近畿圏・中部圏の既成市街地、都市整備区域。
「三大都市圏（近郊整備地域等）」＝首都圏・近畿圏の近郊整備地域等。

483万人
（約21%）

1,555万人
（約67%）

278万人
（約12%）

2010年
全体人口2,316万人 717万人

（約21%）

2,244万人
（約65%）

469万人
（約14%）

2010年
全体人口3,430万人

2040年の大都市／進む人口減少と高齢者の激増

191万人
(約9%)

1,206万人
（約57%）

729万人
（約34%）

312万人

（約
10%）

1,667万人
（約55%）

1,060万

人（約
35%)

2010年から＋51％
＋246万人

2010年から＋48％
＋342万人

2010年から△26％
△577万人

増加数 増加率

東京圏

６５歳～ 約１０３万人 ２４．９％

７５歳～ 約９４万人 ３９．４％

８５歳～ 約１９０万人 ２４０．４％

高齢者人口の推計（２０１０年→２０４０年）

（東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計
人口」
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（約25%）
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（約61%）

278万人
（約14%）

2010年
全体人口2,031万人

2040年
全体人口1,584万人
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人
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市
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）

(注)福島県は県全体での推計しか行われていないため、集計の対象外とした。

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計）

「県庁所在都市」＝三大都市圏を除く、道県庁を有する市町村。
「人口１０万人クラス」＝三大都市圏、県庁所在都市を除く、人口５万人～１５万人の市町村。

2040年の地方都市～著しい人口減少と拡大した市街地
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2040年
全体人口838万人
2010年から△17％

(△168万人)

→1970年頃と同じ

県庁所在都市
（政令市除く）

（人
口

単
位
：万
人
）

2010年
全体人口1,006万
人

229万人
（約23%）

639万人
（約64%）

138万人
（約14%）

老年人口

生産年齢人
口

幼年人口 86万人

（約
10% ）

446万人
（約53%）

306万人

（約
37%）

168万人
(約11%)

829万人
(約52%)

587万人
(約37%)

2010年から＋34％
＋77万人

2010年から△30％
△193万人

2010年から△38%

△52万人

2010年から＋16％
＋81万人

2010年から△40%

△110万人
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図 県庁所在地の人口の推移（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（人口 単位：万人）

（年）

図 県庁所在地のDID面積の推移（三大都市圏及び政令指定都市を除
く）

（年）

（面積 単位：km2）

1970年→2010年

DID面積は倍増

〈１都市あたりの平均人口〉

1970年→2010年

人口は約２割増加

約40年前の

1970年と同水準

〈１都市あたりの平均DID面積〉

ピーク 2005年
1,007万人

2010年から△33％
△417万人
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○これまで人口流入の受け皿として郊外部の開発が
進展するなど、市街地が拡大
-地方の県庁所在都市では、１９７０年から２０１０年までの間
に市街地（DID地区）の面積が倍増

○市街地では空き家化・空き店舗化が進展し、低未
利用な土地が増加し、建物が歯抜け上に点在
-地方の県庁所在都市では、約１５％が空き家となっており、
例えば宮崎市では中心市街地の約１３％が平面駐車場等
の空き地

○今後、急速に人口が減少する見込み
-地方の県庁所在都市では、２０４０年の人口は１９７０年頃
の人口と同程度（現在の約２割減）となる見込み

○拡大した市街地で人口が減少することにより、
・一定の人口密度に支えられた各種生活機能が成
立しなくなり、都市の生活を支える機能が低下

・生活に不便なまちにおいては雇用の確保が困難
になり、企業の撤退が進むなど地域経済が衰退

・社会保障費やインフラ更新費用の増大、住民税
収や固定資産税収の減少により地域活力が衰退

地方都市 大都市（郊外）

○大量の団塊の世代が退職期を迎えるなど、今後、
高齢者の数が大幅に増加する見込み
-２０１０年から２０４０年までに、８５歳以上の高齢者が、東京
圏では約１９０万人（約２．４倍）増加する見込み

２０４０年の姿：人口の減少、生業・家業のない孤立した高齢者の増加

○高齢者の急増に伴い、入院患者等の急増が見込
まれ、病床数が不足する医療需要超過が懸念
-東京圏や関西圏では、現在、８割以上の病床は入院患者
で埋まっている状況

○介護保険施設についても、需要超過が懸念
-２０２５年の施設利用者数を推計すると、東京都では、２０１０年の
施設定員の２．５倍程度の人数となる

○大都市ほど地域コミュニティが希薄であり、大都市
における団塊の世代は、退職後に社縁を失い、生き
がいも失ったままで高齢化する孤立化リスクが高い
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5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

y = -2.488ln(x) + 11.863
R² = 0.5588

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0

人口規模・密度が低下すると行政コストが増加

市町村の人口規模と行政コスト
（Ｈ18－20）

市町村の人口密度と行政コスト
（Ｈ18－20）

ln(人口密度)

ln(1人当たり歳出額)ln(1人当たり歳出額)

ln(人口)

人口規模が小さいほど、
1人当たりの行政コストは増大。

人口密度が小さいほど、
1人当たりの行政コストは増大。

○人口規模や人口密度の低下は、1人当たりの行政コストを上昇させる。
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（参考）2005年と2050年における人口規模別の市町村数
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（参考）2005年と2050年における人口密度別の市町村数

（出典）行政コストは、総務省「平成18年～20年市町村別決算状況調」をもとに、国土交通省国土計画局作成。平成18～20年の3年の平均値をもとに算出。
2050年の市町村別人口・人口密度は、国土交通省国土計画局推計値
2005年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成20（2008）年12月1日現在の1,805市区町村を基準に分類

今後、人口規模、人口
密度の小さな市町村が
増加する見込み

市町村数 市町村数

1万人 10万人 100万人 100人/k㎡ 10,000人/k㎡1,000人/k㎡

50万円/人

100万円/人

500万円/人

50万円/人

100万円/人

500万円/人
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大都市圏における主要課題
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新たな大都市制度が求められる背景

①大都市を取り巻く現状・課題

１ 人口減少社会の到来や高齢化の進展

２ 国際的な都市間競争の激化

３ 公共施設老朽化に伴う保全・更新費用
の増加
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新たな大都市制度が求められる背景

②指定都市制度の問題点

◇ 一般の市町村と同一の制度を適用

◇ 地方自治制度の中で大都市の位置
づけや役割が不明確

◇ 一体性・総合性を欠いた事務配分

◇ 二重行政・二重監督の弊害

◇ 役割分担に応じた税財政制度の不備
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分 類 概 要 具体例

重複型
（ハード）

広域自治体と基礎自治体が、ともに同一の
公共施設を整備している状況

 公営住宅の整備
 図書館・博物館の整備
 体育館・プールの整備

重複型
（ソフト）

広域自治体と基礎自治体が、ともに同一
施策を実施している状況

 中小企業支援
 商店街振興
 地球温暖化対策
 環境教育 ・男女共同参画

分担型

同一又は類似した行政分野において、事業
規模等により広域自治体と基礎自治体との
間で事務・権限が分かれており、一体的な
行政運営ができない状況

 都市計画決定
 一級河川（指定区間）
 県費負担教職員の給与負担・定数決定等
 病院の開設許可

関与型
基礎自治体の事務処理に当たり広域自治体
の関与等がある状況

 知事による農地転用許可（4ha以下）
 指定都市立高等学校の設置・廃止等に

係る道府県教育委員会の認可

※「第30次地方制度調査会提出資料（総務省）」を基に作成

３ 指定都市制度の問題点

道府県と大都市の二重行政

 大都市の役割が曖昧なため、二重行政・二重監督などが発生している。
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特別自治市制度

39



横浜市がめざすべき大都市制度

「特別自治市」制度の創設

23

【「特別自治市」制度の概要】

◆ 市域内において、地方が行うべき事務を

一元的に担う。

◆ 市域内のすべての地方税を一元的に賦課

徴収するなど、新たな税財政制度を構築。

◆ 住民自治を制度的に担保する仕組みの構築。
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横浜市がめざすべき大都市制度

【現 状】 【「特別自治市」制度】

道府県道府県

指
定
都
市

特
別
自
治
市

24

 地方が行うべき事務を大都市に一元化

 地方税の全てを大都市が賦課徴収

権限・財源
の移譲

【「特別自治市」制度の概念図（イメージ）】

権
限
・財
源

市町村

地理的範囲
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横浜市がめざすべき大都市制度

25

【「特別自治市」制度の意義・効果】

■ 市民サービスの向上
 自らの責任と権限、財源に基づき、市民ニーズに沿った施策を一元的に展開でき

るようになるため、市民サービスの向上につながる。

■ 圏域全体の活性化に寄与
 政策選択の自由度が拡大するとともに、迅速な意思決定及び機動的な政策遂行が

可能となり、大胆な成長戦略や圏域全体への波及効果の高い施策を効果的・効率
的に実施できるようになる。

■ 市民の利便性の向上
 ワンストップサービスの実現と、県の関与の廃止に伴う手続等の簡素化によりサー

ビス提供の迅速化が図られるため、市民の利便性が向上する。

■ 行政コストの削減
 県と本市の重複又は類似事務の統合により、事務の効率化や組織の簡素化など

行政全体のコスト削減につながる。
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横浜市がめざすべき大都市制度

26

【「特別自治市」制度の意義・効果】

具体例①
子育て支援

現
状

市：保育園の設置認可 など

県：私立幼稚園の設置認可、認定こども園の認定 など

効

果

■ 地域の幼稚園・保育園を一体的に活用

→待機児童の解消、女性が働きやすい環境整備

■ 子育て施策を総合的かつ一体的に実施

→住民ニーズに対応した子育て支援策の提供

大都市が子育てに関する施策を一元的に実施
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横浜市がめざすべき大都市制度

27

【「特別自治市」制度の意義・効果】

具体例②
教育

現
状

市：教職員の任免、給与決定 など

県：教職員の給与費の負担、学級編成の基準設定 など

効

果

■ 学校の実情に応じた柔軟な学級編成

→少人数学級などきめ細かな教育の実現

■ 教職員の体制強化

→いじめなどの問題発生時に迅速な対応が可能

大都市が教育施策を一元的に実施
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横浜市がめざすべき大都市制度

28

【「特別自治市」制度の意義・効果】

具体例③
就労支援

現
状

市：生活保護などの福祉施策、公営住宅 など
県：職業訓練、職業紹介 など
国：ハローワーク

効

果

■ 福祉施策と就労支援を一体的に実施

→ニーズにあった、きめ細かな行政サービスの
提供が可能

→福祉と就労に関する窓口の一元化による
ワンストップサービスの実現

大都市が就労支援に関する施策を一元的に実施
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横浜市がめざすべき大都市制度

29

【「特別自治市」制度の意義・効果】

具体例④
市税事務所と県税事務所の統合

現
状

市：市税（住民税・固定資産税など）の手続きは市税事務所

県：県税（自動車税など）の手続きは県税事務所

効

果

■ 地方税に伴う全ての手続きがひとつの窓口で対応可能

→ワンストップサービスなど市民の利便性が向上

■ 市税事務所と県税事務所の統合により、職員数を削減

→行政コストの削減

大都市が地方税を一元的に賦課徴収
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都道府県、指定都市及び指定都市を除く都道府県の人口順位（平成２２年国勢調査）

都道府県 指定都市 指定都市を除く都道府県
1 東京都 13,159,388
2 神奈川県 9,048,331
3 大阪府 8,865,245
4 愛知県 7,410,719
5 埼玉県 7,194,556
6 千葉県 6,216,289

(1) 埼玉県(さいたま市除く) 5,972,122
7 兵庫県 5,588,133
8 北海道 5,506,419

(2) 大阪府(大阪市,堺市除く) 5,357,965
(3) 千葉県(千葉市除く) 5,254,540
(4) 愛知県(名古屋市除く) 5,146,825

9 福岡県 5,071,968
(5) 兵庫県(神戸市除く) 4,043,933

10 静岡県 3,765,007
① 横浜市 3,688,773

(6) 北海道(札幌市除く) 3,592,874

(7)
神奈川県(横浜市,川崎市,

相模原市除く)
3,216,502

11 茨城県 2,969,770
12 広島県 2,860,750

② 大阪市 2,665,314
13 京都府 2,636,092

(8)
福岡県(北九州市,福岡市

除く)
2,631,379

14 新潟県 2,374,450
15 宮城県 2,348,165

③
名古屋

市
2,263,894

(9)
静岡県(静岡市,浜松市除

く)
2,247,944

16 長野県 2,152,449
17 岐阜県 2,080,773
18 福島県 2,029,064
19 群馬県 2,008,068
20 栃木県 2,007,683
21 岡山県 1,945,276

④ 札幌市 1,913,545
22 三重県 1,854,724
23 熊本県 1,817,426
24 鹿児島県 1,706,242

(10

都道府県 指定都市 指定都市を除く都道府県
⑦ 福岡市 1,463,743

25 山口県 1,451,338

26 愛媛県 1,431,493

27 長崎県 1,426,779

⑧ 川崎市 1,425,512

28 滋賀県 1,410,777

29 奈良県 1,400,728

30 沖縄県 1,392,818

31 青森県 1,373,339

32 岩手県 1,330,147

(12)
宮城県(仙台市除
く)

1,302,179

(13)
岡山県(岡山市除
く)

1,235,692

⑨
さいたま

市
1,222,434

33 大分県 1,196,529

⑩ 広島市 1,173,843

34 石川県 1,169,788

35 山形県 1,168,924

(14)
京都府(京都市除
く)

1,162,077

36 宮崎県 1,135,233

37 富山県 1,093,247

38 秋田県 1,085,997

(15)
熊本県(熊本市除
く)

1,082,952

⑪ 仙台市 1,045,986

39 和歌山県 1,002,198

40 香川県 995,842

⑫ 北九州市 976,846

⑬ 千葉市 961,749

41 山梨県 863,075

42 佐賀県 849,788

⑭ 堺市 841,966

⑮ 新潟市 811,901

43 福井県 806,314

⑯ 浜松市 800,866

44 徳島県 785,491

45 高知県 764,456

（単位：人）
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地方制度調査会専門小委員会における指定都市市長会及び全国知事会ヒアリング概要（関係部分）

○ 都道府県と指定都市の役割は法令上明確に区分されており、
「二重行政」と指摘される例の多くは役割分担し相互に補完する
ことでサービスの充実を企図するものではないか。

○ 協議の場を設け役割の明確化や適正化を図っており、大きな
問題は生じていないが、地域によっては事業の重複など非効率
が生じているのではないか。

○ 全国一律に指定都市が行うことが適当な事務は既に移譲済み
であり、今後は、地域の実情や必要性に応じて、条例による事
務処理特例制度の活用で対応していくことが適当。

○ 47都道府県に20の特別市が加わることで実質的に67の県をつ
くることになるのではないか。

○ 指定都市の状況（人口等の規模、都市機能の集積状況や成熟
度など）は様々であり、都市の態様を踏まえた議論が必要では
ないか。

○ 都道府県全体の広域調整機能が低下する恐れがあるのでは
ないか。

○ 特別市域に集中する都道府県の税財源が市町村税とされると、
周辺自治体に対する道府県の行政サービスが低下する恐れが
あるのではないか。

○ 一人の長に広域自治体が行う事務まで権限が拡大することで、
本来の基礎自治体としての機能が十分発揮できなくなる恐れが
あるのではないか。

全国知事会（第9回（H24.3.29）・第13回
（H24.5.31））

○ 道府県と指定都市との不明確な役割分担により非効率な「二
重行政」が生じているのではないか。

○ 法令で道府県と指定都市に権限が分かれているために、住民
に最も身近な基礎自治体である指定都市が住民のニーズを踏
まえて総合的な施策展開を行うことが難しく、責任ある対応に支
障が生じている。

○ 現状で国が担っているハローワークにおける職業紹介、道府
県が担っている職業訓練等や、道府県と指定都市の双方が
担っている就業支援、公営住宅、企業支援、商店街の活性化な
ど、すべて特別自治市の事務とすべき。

○ 特別自治市への移行に際して、住民投票の必要性は出てくる
かもしれないが、移行地域の住民に限るなどの工夫が必要では
ないか。

○ 特別自治市への移行に伴う財政調整は、地方交付税で行うこ
とが基本であるが、税源配分の見直しも必要となる可能性があ
るのではないか。

○ 特別自治市と周辺基礎自治体の連携による事業実施体制へ
の転換を図り、現在の広域自治体は、基礎自治体間の連携で
対応できない事務に特化すべき。

○ 住民の利便性が向上するとともに、大都市圏が日本全体の経
済成長を牽引するエンジンとなり、国民の生活を豊かにする。

○ 各特別自治市においては、特別区のような公選の首長と議会
を想定するのではなく、地域の実情に合った「住民自治・住民参
加機能の充実」を図ることを考えている。

指定都市市長会（第7回（H24.2.16））
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第30次地方制度調査会
と地方自治法改正

49



委員は、内閣総理大臣が任命することとされており、３０人以内で構成。任期は２年で国会議員、地方公共団体の議会の議員、地方公共団体の
長等及び学識経験者により構成。

１．概要

地方制度調査会は、地方制度調査会設置法により、内閣総理大臣の諮問に応じて地方制度に関する重要事項を調査審議するため、昭和２７年１２
月、総理府（現：内閣府）に設置。

第３０次地方制度調査会の第１回総会では、まず総務省で検討されている地方自治法改正案を早急に審議することとされ、第２回総会において「地方
自治法改正案に関する意見」がとりまとめられた。第３回総会以降、諮問事項のうち「大都市制度のあり方」及び「基礎自治体のあり方」について、審議
が進められ、第２６回専門小委員会において「大都市制度についての専門小委員会中間報告」がとりまとめられた。平成２５年１月以降、基礎自治体に
関する議論等を行い、第５回総会において「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答申」がとりまとめられた。
※ 開催実績：総会５回（Ｈ２３.８.２４、１２.１５、Ｈ２４.１.１７、H２５.２.２７、６.１７）、専門小委員会３６回（おおむね月２回のペースで開催）

２．委員

３．諮問事項
・議会のあり方を始めとする住民自治のあり方→「地方自治法改正案に関する意見」（平成23年12月15日）を踏まえた地方自治法改正法を平成24年9月5日に公布
・我が国の社会経済、地域社会などの変容に対応した大都市制度のあり方 → 「大都市制度についての専門小委員会中間報告」をとりまとめ （平成24年12月20日）
・東日本大震災を踏まえた基礎自治体の担うべき役割や行政体制のあり方

【学識経験者 １８名】
石 原 俊 彦 関西学院大学教授
伊 藤 正 次 首都大学東京教授
岩 崎 美紀子 筑波大学教授

★碓 井 光 明 明治大学教授
江 藤 俊 昭 山梨学院大学教授
太 田 匡 彦 東京大学教授
大 貫 公 子 行政相談委員
大 山 礼 子 駒澤大学教授

○畔 柳 信 雄 （株）三菱東京ＵＦＪ銀行相談役
小 林 裕 彦 弁護士
斎 藤 誠 東京大学教授
田 中 里 沙 （株）宣伝会議取締役編集室長
辻 也 一橋大学教授
中 村 廣 子 新宿区中里町町会会長、新宿区町会連合会副会長

◎西 尾 勝 （公財）後藤・安田記念東京都市研究所理事長
林 知 更 東京大学准教授
林 美香子 キャスター・慶應義塾大学特任教授
林 宜 嗣 関西学院大学教授

【国会議員 ６名】
うえの 賢一郎 衆議院議員

大 島 敦 衆議院議員
土 屋 正 忠 衆議院議員
松 浪 健 太 衆議院議員
谷 川 秀 善 参議院議員
柳 澤 光 美 参議院議員

【地方六団体 ６名】
山 田 啓 二 京都府知事（全国知事会会長）
林 正 夫 広島県議会議長（全国都道府県議会議長会会長職務代理者）
森 民 夫 新潟県長岡市長（全国市長会会長）
佐 藤 祐 文 横浜市議会議長（全国市議会議長会会長）
藤 原 忠 彦 長野県川上村長（全国町村会会長）
髙 正 群馬県榛東村議会議長（全国町村議会議長会会長）

（委 員 ３０名） （◎：会長、○：副会長、★：専門小委員会委員長）

中 尾 修 （財）東京財団研究員
林 文 子 横浜市長

（臨時委員 ２名）

（任期：H 23 . 8 . 24～ H 25 . 8 . 23 ）

委員
臨時委員

Ｈ２５．６．１３ 時点

第３０次地方制度調査会について

専門小委員会委員

総会（全委員が出席）

Ｈ２５.６.１７の第５回総会において、「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答申」をとりまとめ。50



国での議論

30

第30次地方制度調査会答申（H25.6）より

 特別市（仮称）は、その区域内においてはいわゆる「二重行政」が

完全に解消され、今後の大都市地域における高齢化や社会資本の

老朽化に備えた効率的・効果的な行政体制の整備に資する点で

大きな意義を有する。

 大規模な都市が日本全体の経済発展を支えるため、一元的な

行政権限を獲得し、政策選択の自由度が高まるという点にも意義

がある。

【特別市（仮称）を検討する意義】

※特別市（仮称）は、特別自治市とほぼ同義
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国での議論

31

第30次地方制度調査会答申（H25.6）より

 過去の特別市制度に公選の区長が存在していたように、何らかの

住民代表機能を持つ区が必要である。

 特別市（仮称）は全ての都道府県、市町村の事務を処理するため、

例えば警察事務についても特別市（仮称）の区域とそれ以外の区

域に分割することとなるが、その場合、組織犯罪等の広域犯罪へ

の対応に懸念がある。

 特別市（仮称）は全ての道府県税、市町村税を賦課徴収することと

なるため、周辺自治体に対する都道府県の行政サービスの提供に

影響するという懸念もある。

【特別市（仮称）についてさらに検討すべき課題】
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国での議論

基礎自治体による行政サービス提供に関する
研究会報告書（総務省）（H26.1）より

20

 三大都市圏においては、公共施設の老朽化が進み、一斉に更新時期

を迎えるとともに、地方圏を上回る急速な高齢化の進行が予想されるこ

とから、従来よりも厳しい状況に直面することが予想される。

 単独の市町村であらゆる公共施設等を揃えるのは困難であり、 こうし

た「フルセットの行政」から脱却し市町村間の連携による役割分担を進

めていきたいという市町村も出てきている。

 今後、三大都市圏においては、市町村間の水平的・相互補完的、双務

的に適切な役割分担を行っていくことが有用と考えられる。
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地方中枢拠点都市（圏）

○ 地方中枢拠点都市の要件を満たす市と近隣市町村が締結する「連携協
約」に、以下の役割ごとに具体的な取組を記載。

○ 人口５万人程度以上で昼夜間人口比率１以上の市を中心とする圏域の取組を、地方中枢拠点都市圏以外の定住自立圏
構想の対象地域では、一層推進。

定住自立圏

地方圏

基礎自治体による行政サービス提供のあり方

○ 地方中枢拠点都市の首長と近隣市町村の首長とが定期的に協議すべきことを「連携協約」に記載し、
丁寧な調整を担保。

Ｂ市 Ａ市 Ｃ町

②高次の都市機能の集積①経済成長のけん引

③生活関連機能サービスの向上

連携協約 連携協約

専門的人材の招へい
産学金官の共同研究・新製品開発支援
六次産業化支援 等

地域医療確保のための病院群輪番制の充実
子育て支援 等

高度医療の提供体制の充実
グローバル人材の大学への招へい 等

※ 地方中枢拠点都市の要件：㋐政令指定都市、新中核市（地方自治法改正により人口
20万人以上に要件を緩和予定）、㋑昼夜間人口比率１以上。全国で61市が該当（平均
人口約45万人、中央値約34万人）。

○ 上記役割に応じて、地方中枢拠点都市となる市に対して地方財政措置（普通交付税及び特別交付税）。
今後、平成26年度実施の先行的モデル構築事業を検証し、地方財政措置の詳細について具体化。

※ ③の役割については、地方中枢拠点都市と近隣市町村が協働しながら果たしていくものであることから、双方に対して地方財政措置。

○ 医療・福祉、公共交通、経済活性化の取組について財政措置を拡充。

① 圏域全体の経済成長のけん引
都市圏域内の多様な資源・企業・人材を動員し、地方中枢拠点都市が

成長のエンジンとなり、産学金官民が連携して地方の経済をけん引

② 高次の都市機能の集積
都市圏域全体に対する高度・専門的なサービスを提供し、グローバルな

人材が集まってくる環境を構築

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上
都市圏域全体の利便性を向上し、近隣市町村の住民のニーズにも対応
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○ 地方中枢拠点都市等から相当距離がある等、市町村間
の広域連携では課題の解決が難しい場合は、都道府県と
の連携も選択肢。

○ 専門性が要求される各種社会福祉関連業務やインフラ
維持に関する業務、地域振興等の企画部門の業務等につ
いて、地域の実情に応じて対象事務や連携方法を協議し
て「連携協約」に記載。

○ 平成26年度実施の先行的モデル構築事業を検証し、支
援措置のあり方についても検討。

○ 現在は広域連携があまり進んでいないことを前提に、ま
ずは、喫緊の課題である公共施設や介護保険施設のあり
方等について、連携を検討し、これを端緒として「連携協
約」に基づく連携を推進。

○ 平成26年度実施の先行的モデル構築事業を検証し、支
援措置のあり方についても検討。

条件不利地域における市町村と都道府県の連携

水平的・相互補完的、双務的な連携

三大都市圏

地方圏

三大都市圏の
中心区域

Ａ市

Ｃ市Ｂ市

介護保険施設

（Ａ市・Ｂ市の住民も利用）

図書館

（Ａ市・Ｃ市の住民も利用）

文化ホール

（Ｂ市・Ｃ市の住民も利用）

地方中枢
拠点都市圏

定住自立圏

Ａ町
Ｃ村

都道府県
高い専門性を有する
業務の連携

インフラ維持に
関する連携

Ｂ町

地域振興等の
企画部門の連携

55



第３０次地方制度調査会答申を受けた取組状況について

① 指定都市制度の見直し 【「二重行政」の解消】
○今国会に提出の一括法案において措置（「事務・
権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成25年12月20

日閣議決定））

（１）都道府県が指定都市の区域で処理している事務を指定
都市へ移譲し、同種の事務を処理する主体を一元化

（２）事務移譲により指定都市に新たに生じる財政負担につ
いて適切に財政措置（県費負担教職員の給与負担等まと
まった財政負担には税源の配分も含め検討）

○指定都市と関係道府県間の協議の結果、個人
住民税所得割２％の税源移譲に合意

⇒平成２６年度税制改正の大綱に明記（平成25年12

月24日閣議決定）

（３）指定都市と都道府県が同種の任意事務等を調整する協
議会の設置、協議が整わない場合の何らかの裁定等の
仕組みが必要

○地方自治法改正（今国会に提出）

・ 指定都市都道府県調整会議の設置

・ 指定都市の市長又は都道府県知事は、総務大臣に必要
な勧告を行うよう申し出ることができることとする

② 指定都市制度の見直し 【「都市内分権」による住民自治の強化】

１．現行の大都市等に係る制度の見直し

（１）条例で、市の事務の一部を区が専ら所管する事務と定
めることができるようにすべき

（２）区長を市長が議会の同意を得て選任する特別職とし、任
期中の解職や再任も可能とすることを選択できるようにす
べき

（３）市議会内に一又は複数の区を単位とする常任委員会を
置き、区に係る議案等の審査を行うこととすべき

○地方自治法改正（今国会に提出）

・ 区の事務所が分掌する事務を条例で定めることとする

・ 区に代えて総合区を設け、議会の同意を得て選任される
総合区長を置くことができることとする

県費負担教職員の定数の決定、病院の開設許可、
都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに関する都市計画の決定 ほか
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③ 中核市・特例市制度の統合

・人口２０万以上であれば保健所を設置することにより中核
市となるという形で、中核市・特例市の両制度を統合するこ
とにより、一層の事務の移譲を可能とすべき

① 新たな広域連携の制度

（１）市町村間の広域連携を一層促していくため、地方公共団
体間における柔軟な連携を可能とする仕組みを制度化す
べき

（２）広域連携では課題の解決が難しいときには、柔軟な連携
の仕組みを活用することにより、都道府県が事務の一部
を市町村に代わって処理することができるようにすべき

○地方自治法改正（今国会に提出）

・ 地方公共団体は、他団体と連携して事務を処理するに当
たっての基本的な方針及び役割分担を定める「連携協約」
を締結できることとする

・ 地方公共団体は、その事務の一部を、当該団体の名に
おいて、他の地方公共団体の長等に管理・執行させること
（事務の代替執行）ができることとする

○地方自治法改正（今国会に提出）

・ 特例市制度を廃止し、中核市の指定要件を「人口２０万
以上の市」に変更するとともに、現在の特例市に係る必要
な経過措置等を設ける

２．基礎自治体の現状と今後の基礎自治体の行政サービス提供体制

② 地方圏における市町村間の広域連携

・地方中枢拠点都市を核に、都市機能の「集約とネットワーク
化」を図っていくことが重要であり、圏域における役割に応じ
た適切な財政措置を講じる必要

○経済財政諮問会議（平成25年11月29日）において、
新藤総務大臣より、地方中枢拠点都市の取り組
み促進を提言

・ 平成26年度政府予算案において、国費モデル事業として
1.3億円を計上

・ 地方財政措置を検討
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都道府県から指定都市への事務権限の移譲等（移譲する主な事務権限）

都市計画区域マスタープランの決定について、指定都市に移譲。
※

都市計画区域マスタープランの決定（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関する都市計画の決定）

※一の指定都市の区域内の都市計画区域に係るもの

病院の開設許可

病院の開設許可について、指定都市に移譲。

権 限 都道府県 指定都市

県費負担教職員の任命権 ○

県費負担教職員の給与等の負
担

○

県費負担教職員の定数の決定 ○

学級編制基準の決定 ○

権 限 都道府県 指定都市

区域区分決定
（市街化区域と市街化調整区域の線引き）

○

都市計画区域マスタープランの決
定
（区域区分の方針、都市計画の目標等）

○

権 限 都道府県 指定都市

診療所の開設許可
（病床数19床以下）

○

病院の開設許可
（病床数20床以上）

○

県費負担教職員の給与等の負担・学級編制基準の決定・定数の決定

・県費負担教職員の給与等の負担

・県費負担教職員の定数の決定

・学級編制基準の決定

市町村立小中学校等に係る以下の権限を指定都市に移譲。

（個人住民税所得割の２％を県から指定都市へ税源移譲。）
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指定都市都道府県調整会議

指定都市の市長 都道府県知事

○ 指定都市又は都道府県は、二重行政を防止するために必要であると認めるときは、調
整会議における協議を求めることができる。

→ 指定都市又は都道府県は、協議を求められれば、応じなければならない。

協議を調えるために必要と認めるとき
総務大臣の勧告を求める申出が可能

総務大臣の勧告
（指定都市都道府県勧告調整委員

及び各省の意見を聴く）

指定都市都道府県調整会議

【構成員として追加可能な者】
・他の執行機関の代表者
・職員
・議会を代表する者として議会が選任した者

・学識経験者

○ 指定都市と都道府県の二重行政の問題を解消し、事務処理を調整するための協議の場

【例】
・公共施設の整備（都市部に不足する介護老人福祉施設の整備など）
・同一の施策の調整（圏域の成長のための産業政策や中小企業支援策など）
・類似した行政分野の調整（ゲリラ豪雨対策としての河川整備と下水道整備など）

目的

協議事項
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指定都市と都道府県の調整に係る勧告（フロー図）

Ａ市長

勧告調整
委員

関係機関
の長

総務大臣

α知事

勧
告
の
申
出

意
見

勧
告
調
整
委
員

の
任
命

通
知

議
決

意
見

勧
告

通
知

通
知
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（平成２５年４月１日現在）

（備考）
・人口は、平成22年国勢調査人口の確定値を用いた人口（１万人未満切捨て）を表記。
・指定都市は、人口その他都市としての規模、行財政能力等において既存の指定都市と同等の実態を有するとみられる都市を指定。
・「特」としているのは、現在、特例市の指定を受けている市。

指定都市 中核市 特例市

（人口５０万以上で
政令で指定する市）

（人口３０万以上で政令で指定する市） （人口２０万以上で政令で指定する市）

全国 ２０市 ４２市
（参考）人口３０万以上で、
政令市、中核市の指定を受
けていない市（１４市）

４０市
（参考）人口２０万以上３０
万未満の市で、特例市の指
定を受けていない市（８市）

北海道 札幌(191) 旭川(34)、函館(27)

東北 仙台(104)
いわき(34)、郡山(33)、

秋田(32)、青森(29)、盛岡(29)
山形(25)、八戸(23) 福島(29)

首都圏

横浜(368)、川崎(142)、

さいたま(122)、千葉(96)

相模原(71)

船橋(60)、宇都宮(51)、横須賀
(41)、柏(40)、高崎(37)、前橋
（34）、川越(34)

八王子(58)、川口(56)特、

松戸(48)、市川(47)、

町田(42)、藤沢(40)、

所沢(34)特、越谷(32)特

川口(56)、所沢(34)、越谷(32)、水戸(26)、
平塚(26)、草加(24)、春日部(23)、茅ヶ崎
(23)、厚木(22)、大和(22)、つくば(21)、太田
(21)、伊勢崎（20）、熊谷（20）、小田原(19)
甲府(19)

市原(28)、府中(25)、

上尾(22) 、調布(22)

北陸 新潟(81) 金沢(46)、富山(42) 長岡(28)、福井(26)、上越(20)

中部圏
名古屋(226)、浜松(80)、

静岡(71)

豊田(42)、岐阜(41)、長野(38)、
豊橋(37)、岡崎(37)

一宮(37)特、春日井（30）特

四日市(30)特

一宮(37)、春日井(30)、四日市(30)、

富士(25)、松本(24)、沼津(20)
津(28)

近畿圏
大阪(266)、神戸(154)、
京都(147)、堺(84)

姫路(53)、東大阪(50)、

西宮(48)、尼崎（45）、

豊中(38)、和歌山(37)

奈良(36)、高槻(35)、大津（33）

枚方(40)特、吹田(35)特
枚方(40)、吹田(35)、明石(29)、茨木(27)、
八尾(27)、加古川(26)、寝屋川(23)、宝塚
(22)、岸和田(19)

中国 広島(117)、岡山（70） 倉敷(47)、福山(46)、下関(28) 呉(23)、松江(20)、鳥取(19)

四国 松山(51)、高松(41)、高知(34) 徳島(26)

九州
福岡(146)、北九州(97)、
熊本(73)

鹿児島(60)、大分(47)、

長崎(44)、宮崎(40)、

久留米(30)

佐世保(26） 佐賀(23)

沖縄 那覇（31）

• 平成25年4月1日現在、中核市は42市、
特例市は40市

• 平成26年4月1日に枚方市が中核市に、
佐賀市が特例市に移行予定。
（中核市は43市、特例市は40市に）

指定都市・中核市・特例市の指定状況
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中核市制度と特例市制度の統合

（参考）都道府県の事務のうち、中核市及び特例市が担うこととされている主な事務（現行）
※現行の指定要件 ・中核市：政令で指定する人口３０万以上の市 ・特例市：政令で指定する人口２０万以上の市

（保健衛生） （福祉） （教育） （環境） （まちづくり）

＜中核市＞
・保健所の設置
・飲食店営業等の許可
・温泉の利用許可

・旅館業・公衆浴場の経営
許可

・保育所、養護老人ホーム
の設置の認可・監督

・介護サービス事業者の
指定

・身体障害者手帳交付

・県費負担教職員の研修
・学校の環境衛生の維持
に係る保健所の助言

・一般廃棄物処理施設、産
業廃棄物処理施設の設
置の許可

・ばい煙発生施設の設置
の届出の受理

・一般粉じん発生施設の
設置の届出の受理

・汚水又は廃液を排出す
る特定施設の設置の届
出の受理

・屋外広告物の条例による
設置制限

・サービス付き高齢者向け
住宅事業の登録

・市街化区域又は市街化
調整区域内の開発行為
の許可

・土地区画整理組合の設
立の認可

＜特例市＞

現行の指定要件 改正後

中核市制度 人口３０万以上の市 人口２０万以上の市

特例市制度 人口２０万以上の市 廃止
【経過措置】
① 人口２０万未満の特例市は、施行から５年間、

中核市の指定を受けることができる。
② 施行時に特例市である市は、特例市としての

事務を引き続き処理する。
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地域中枢拠点都市圏の形成
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○ 施策の推進にあたっては、関係府省と横串で連携。

① 圏域全体の経済成長のけん引

○ 平成25年11月29日経済財政諮問会議にて新藤総務大臣より、地方圏において相当の人口規模と

中核性を備える圏域の中心都市（地方中枢拠点都市）が成長エンジンの核となり、地方の経済をけ

ん引し高次の都市機能を集積することが重要と提言。

都市圏域内の多様な資源・企業・人材（外部人材も含む地域のキーパーソン）を動員し、地方中枢拠
点都市が成長のエンジンとなり、地方の経済をけん引。

都市圏域全体に対する高度・専門的なサービスを提供し、グローバルな人材が集まってくる環境を構築。

都市圏域全体の利便性を向上し、近隣市町村の住民のニーズにも対応。

○ 地方中枢拠点都市に対して下記役割に応じて地方財政措置（普通交付税及び特別交付税）を講じる。

② 高次の都市機能の集積

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地方中枢拠点都市が担う役割及び財政措置

○ 平成２６年度については、国費モデル事業として１．３億円を計上。これを活用して先行的なモデル

を構築。平成２７年度より本格的に地方財政措置を講じ、全国展開を図る。

※ 地方財政措置の詳細については、先行的モデルを構築する中で具体化。
※ シティーリージョンの推進につながる。

例：専門的人材の招へい、産学金官の共同研究・新製品開発支援、６次産業化支援

例：先進的がん医療など高度医療の提供体制の充実、グローバル人材の大学への招へい

例：地域医療確保のための病院群輪番制の充実、子育て支援

地方中枢拠点都市の要件：地方圏の政令指定都市又は改正後の地方自治法上の中核市で、昼夜間人口比率１以上の市（全国で61

市が該当）

平成25年12月
自 治 行 政 局
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旭川市

札幌市

函館市

青森市

八戸市

鹿児島市
大分市

宮崎市

長崎市

久留米市

福岡市

熊本市

佐世保市

佐賀市

福山市

下関市
広島市

北九州市

岡山市
呉市

松江市

高知市

高松市松山市

徳島市

和歌山市

津市

倉敷市

鳥取市 姫路市

富山市

金沢市

岐阜市

長野市

福井市

豊田市

四日市市 静岡市

浜松市

富士市

沼津市

松本市

甲府市 つくば市

水戸市

宇都宮市

長岡市

高崎市

那覇市

いわき市

郡山市

福島市

仙台市

盛岡市

秋田市

山形市

太田市

伊勢崎市

新潟市

前橋市

上越市

は、地方中枢拠点都市のイメージ
（①地方圏の指定都市、新中核市
（人口20万以上）、②昼夜間人口比
率１以上で圏域を支える都市）

は、三大都市圏

地方中枢拠点都市のイメージ
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都市名 人口
昼夜間

人口比率
種別

札幌市 1,913,545   1.0063 指定都市

福岡市 1,463,743 1.1189 指定都市

広島市 1,173,843 1.0209 指定都市

仙台市 1,045,986 1.0726 指定都市

北九州市 976,846 1.0274 指定都市

新潟市 811,901 1.0176 指定都市

浜松市 800,866 1.0521 指定都市

熊本市 734,474 1.0308 指定都市

静岡市 716,197 1.0327 指定都市

岡山市 709,584 1.0416 指定都市

鹿児島市 605,846 1.0147 中核市

姫路市 536,270 1.0114 中核市

松山市 517,231 1.0134 中核市

宇都宮市 511,739 1.0461 中核市

倉敷市 475,513 1.0024 中核市

大分市 474,094 1.0217 中核市

金沢市 462,361 1.0795 中核市

福山市 461,357 1.0043 中核市

長崎市 443,766 1.0316 中核市

富山市 421,953 1.0633 中核市

豊田市 421,487 1.0886 中核市

高松市 419,429 1.0455 中核市

岐阜市 413,136 1.0382 中核市

宮崎市 400,583 1.0209 中核市

長野市 381,511 1.0425 中核市

高崎市 371,302 1.0294 中核市

和歌山市 370,364 1.0443 中核市

旭川市 347,095 1.0053 中核市

高知市 343,393 1.0286 中核市

いわき市 342,249 1.0008 中核市

前橋市 340,291 1.0454 中核市

郡山市 338,712 1.0569 中核市

都市名 人口
昼夜間

人口比率
種別

秋田市 323,600 1.0463 中核市

那覇市 315,954 1.0912 中核市

四日市市 307,766 1.0350 特例市

久留米市 302,402 1.0059 中核市

青森市 299,520 1.0173 中核市

盛岡市 298,348 1.0638 中核市

福島市 292,590 1.0345

津市 285,746 1.0288

長岡市 282,674 1.0257 特例市

下関市 280,947 1.0066 中核市

函館市 279,127 1.0272 中核市

水戸市 268,750 1.1279 特例市

福井市 266,796 1.1038 特例市

徳島市 264,548 1.0957

佐世保市 261,101 1.0131 特例市

山形市 254,244 1.0749 特例市

富士市 254,027 1.0112 特例市

松本市 243,037 1.0720 特例市

呉市 239,973 1.0119 特例市

八戸市 237,615 1.0512 特例市

佐賀市 237,506 1.0744

太田市 216,465 1.0586 特例市

つくば市 214,590 1.0866 特例市

松江市 208,613 1.0360 特例市

伊勢崎市 207,221 1.0254 特例市

上越市 203,899 1.0022 特例市

沼津市 202,304 1.0745 特例市

甲府市 198,992 1.1392 特例市

鳥取市 197,449 1.0365 特例市

地方中枢拠点都市となり得る市の人口及び昼夜間人口比率

※ 人口及び昼夜間人口比率は原則として平成22年国勢調査に基づく（平成11年4月1日以降に合併した市であっ
て、合併前の直近の国勢調査において人口最大の旧市の昼夜間人口比率が１以上の市については、合併前の直近
の国勢調査の比率を記載。平成17年国勢調査まで要件を満たしていた市については、平成17年国勢調査の比率を
記載）。

※ 種別は平成25年4月1日時点。

人口平均 445,778
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○ ９０団体が中心市宣言済み
○ ７７圏域（延べ３４６団体）で定住自立圏形成協定締結又は定住自立圏形成方針策定済み
○ ７８団体が定住自立圏共生ビジョン策定済み

都道府県 宣言済み中心市 未取組中心市

1 北海道

小樽市、旭川市、室蘭市、
釧路市、網走市、稚内市、
帯広市、富良野市、函館市
名寄市・士別市（複眼型）
滝川市・砂川市（複眼型）

札幌市、苫小牧市、千歳市、石狩市、北見市、伊達市

2 青森県
八戸市、弘前市、
十和田市・三沢市（複眼型）

青森市、五所川原市、むつ市

3 岩手県 一関市 盛岡市、宮古市、大船渡市、北上市、釜石市、奥州市

4 宮城県 石巻市、大崎市 仙台市、気仙沼市

5 秋田県
横手市、大館市、湯沢市、
由利本荘市

秋田市、能代市、大仙市

6 山形県 山形市、鶴岡市 米沢市、酒田市、新庄市、東根市

7 福島県 南相馬市
福島市、会津若松市、郡山市、いわき市、白河市、喜多方市、
二本松市

8 茨城県 水戸市、日立市、土浦市、常総市、つくば市、鹿嶋市、筑西市、神栖市

9 栃木県 大田原市、那須塩原市 宇都宮市、栃木市、佐野市、小山市、真岡市、旧今市市

10 群馬県 伊勢崎市 前橋市、高崎市、桐生市、太田市、渋川市、富岡市、沼田市

11 埼玉県 秩父市、本庄市 ―

12 千葉県 旭市 館山市

13 東京都 青梅市

14 神奈川県 （※中心市要件該当団体なし）

15 新潟県 長岡市、糸魚川市
新潟市、三条市、柏崎市、新発田市、十日町市、村上市、燕市、
上越市、佐渡市、南魚沼市

16 富山県 富山市、高岡市、魚津市、黒部市、射水市

17 石川県 金沢市、七尾市、小松市

18 福井県 福井市、敦賀市、越前市、小浜市

19 山梨県 甲府市、北杜市、富士吉田市

20 長野県
飯田市、上田市、佐久市
中野市・飯山市（複眼型）

長野市、松本市、岡谷市、諏訪市、伊那市

21 岐阜県 美濃加茂市 岐阜市、大垣市、高山市、中津川市、関市

22 静岡県 湖西市
静岡市、浜松市、沼津市、熱海市、富士市、磐田市、袋井市、裾野市、牧
之原市、掛川市、御殿場市

23 愛知県 刈谷市、西尾市 豊田市、安城市、田原市、新城市

24 三重県 松阪市、いなべ市、伊勢市 津市、四日市市、亀山市、伊賀市

都道府県 宣言済み中心市 未取組中心市

25 滋賀県 彦根市、長浜市 草津市、栗東市、東近江市

26 京都府 福知山市

27 大阪府 （※中心市要件該当団体なし）

28 兵庫県 西脇市、豊岡市、洲本市 姫路市、たつの市、加東市、加西市

29 奈良県 天理市

30 和歌山県 和歌山市、田辺市、旧新宮市

31 鳥取県 鳥取市、米子市、倉吉市 ―

32 島根県 松江市、浜田市、出雲市、
益田市

（安来市 ※周辺市町村として取組済み）

33 岡山県 備前市 岡山市、倉敷市、津山市

34 広島県 広島市、呉市、三原市、尾道市、福山市、府中市、三次市、庄原市

35 山口県
下関市、山口市、萩市、長
門市

宇部市、下松市、岩国市、周南市

36 徳島県 徳島市、阿南市 ―

37 香川県 高松市、丸亀市、観音寺市 坂出市

38 愛媛県 今治市
松山市、宇和島市、八幡浜市、新居浜市、西条市、大洲市、
四国中央市

39 高知県 高知市、四万十市・宿毛市
（複眼型）

（南国市 ※周辺市町村として取組済み）

40 福岡県
大牟田市、久留米市、
八女市

北九州市、福岡市、直方市、飯塚市、田川市、朝倉市

41 佐賀県 唐津市、伊万里市 佐賀市、鳥栖市、武雄市

42 長崎県 長崎市、五島市 佐世保市、島原市、諫早市

43 熊本県 山鹿市、天草市 熊本市、八代市、玉名市、菊池市、人吉市

44 大分県 中津市 大分市、日田市、佐伯市

45 宮崎県 都城市、延岡市、日向市、
小林市

宮崎市、日南市

46 鹿児島県 鹿屋市、薩摩川内市 鹿児島市、出水市、指宿市、霧島市、南さつま市、奄美市、南九州市

47 沖縄県 宮古島市 那覇市、浦添市、名護市、うるま市

合計 ９０ １７８

定住自立圏の取組状況（平成２６年１月１５日現在）
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連携協約
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国での議論

基礎自治体による行政サービス提供に関する
研究会報告書（総務省）（H26.1）より

21

 国家間の条約のように、地方公共団体間で「連携協約」を
締結できる新たな仕組みを導入
• 地域の実情に応じて地方公共団体間で締結、紛争解決の手続もビルトイン
• 事務分担だけでなく、政策面での役割分担等についても、自由に盛り込むことが可能

（例･･･圏域全体を見据えたまちづくりの方向性）
• 別組織（組合や協議会）を作らない、より簡素で効率的な相互協力の仕組み

【「連携協約」の制度】

 自由度を拡大して、より一層の広域連携を促進。

 産学金官民の連携によるシティリージョンも推進。

＜地方自治法改正案を次期通常国会に提出（予定）＞
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国での議論

基礎自治体による行政サービス提供に関する
研究会報告書（総務省）（H26.1）より

22

【「連携協約」のイメージ】

Ａ市

Ｂ市 Ｃ市
連携協約

連携協約連携協約

圏域全体の
経済成長のけん引

• 専門的人材の招へい
• 産学金官の共同研究・新製品開発
• 支援六次産業化支援 等

高次の都市機能の集積

• 高度医療の提供体制の充実
• グローバル人材の大学への

招へい 等

生活関連機能
サービスの向上

• 地域医療確保のための病院群
輪番制の充実

• 子育て支援 等

公共施設・介護保険
施設の相互利用

• 文化ホール、図書館等の相互利用
• 介護保険施設の相互利用 等
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「連携協約」の基本的な考え方の整理

基
本
的
な
合
意

（連
携
協
約
）

具
体
的
な
事
務

の
根
拠

事務処理の
役割分担

（甲市と乙市で構成
する協議会により

Ｂ事務を
処理する。）

事務処理の
役割分担
（乙市が

甲市のＣ事務を
代替執行により

処理する。）

事務処理の
役割分担
（乙市が

甲市のＤ事務を
請負契約により

処理する。）

事務処理の
役割分担
（乙市が

乙市のＥ事務を
条例を制定して

処理する。）

協議会
事務の代替執

行
民法の請負契約 条例

事務の処理

事務処理の方向性
（甲市と乙市は○○について協力する）

事務の委託

事務処理の
役割分担
（甲市が

乙市のＡ事務を
事務の委託により

処理する。）
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都市内分権
～区・総合区・特別区～
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指定都市の区の概要

・法人格：なし

・区 長（事務所の長）：置く（職員のうちから長が命ずる）

・事務所：置く（必要があると認めるときはその出張所を置く）

・選挙管理委員会、農業委員会、区会計管理者を置く

・区地域協議会を置くことができる（構成員は区の区域内の住民から長が選任。任期は４年以内で条例で定める期間）

※区に係る事項について審議し、市町村長等に意見を述べることができる

※区地域協議会を置く指定都市は、その一部の区の区域に地域自治区を設置することができる

・事 務：①個別法に基づき処理することとされている事務

②市長の権限に属する事務を分掌させるもの

（①の例）

・戸籍事務

・住民基本台帳事務

・選挙管理委員会関係事務（選挙事務、国民審査事務、国民投票事務 等）

・農業委員会関係事務（農地の権利移動制限に関する事務 等）

・市町村税の犯則事件に関する差押等の事務

（②の例（団体により異なる））

・諸証明関係事務

・国民健康保険関係事務

・介護保険関係事務

・国民年金関係事務

・埋火葬許可関係事務

指定都市の区（地方自治法によるもの）

＜地方自治法第252条の20、施行令第174条の43等＞
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①市町村長は協定書の内容につい
て分かりやすい説明を行う

②選挙管理委員会は議員の意見を
公報に掲載し、選挙人に配布する

大都市地域における特別区の設置に関する法律（平成２４年法律第８０号）概要

特別区の設置の手続

市町村 道府県

Ａ市 Ｂ市 道府県

道府県議会の議決Ｂ市議会の議決Ａ市議会の議決

① 人口200万以上の指定都市 又は
② 一の指定都市及び当該指定都市に隣接する同一道府県の区

域内の一以上の市町村（その市町村が指定都市である場合に
は、その指定都市に隣接する同一道府県内の一以上の市町村
を含む。）であって、その総人口が200万以上のもの

特別区の設置が可能な市町村

事務分担・税源配分・財政調整のうち政府が法制上の措置その他の措置を講ずる必要
があるものについて、誠実に協議を行うとともに、速やかに協議が調うよう努める

内容の報告 総務大臣

特別区設置協定書の公表

特別区設置協議会の設置

意見

①特別区の設置日
②特別区の名称・区域
③特別区の設置に伴う財産処分
④特別区の議会の議員定数
⑤特別区と道府県の事務分担
⑥特別区と道府県の税源配分・財政調整
⑦職員の移管
⑧その他必要な事項

道府県議会の承認Ｂ市議会の承認Ａ市議会の承認

特別区設置協定書の作成

市町村廃止・特別区設置の
処分・告示

総務大臣

Ｂ市での選挙人の投票Ａ市での選挙人の投票
それぞれ

有効投票総数

の過半数の賛成

政府は、協定書の内容を踏まえて必要があると認めるとき
は、申請があった日から６月を目途に必要な法制上の措置
その他の措置を講ずるものとする。

※指定都市以外の市町村は、隣接する指定都市が申請する場合でなければ申請することができない。

Ａ市 Ｂ市 道府県
共同
申請

一の道府県の区域内の全ての特別区及び当該道府県は、
共同して、特別区と道府県の事務分担・税源配分・財政調整
の在り方に関し、政府に対し意見を申し出ることができる。

政府は、上記申出を受けた日から６月を目途に当該意見を
踏まえた新たな措置を講ずる必要の有無を判断し、必要があ
ると認めるときは、当該意見の趣旨を尊重し、速やかに必要
な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする。

事務分担等に関する意見の申出

特別区を包括する道府県において、その区域内の
特別区に隣接する一の市町村の区域の全部により
特別区を設置するときも、上記の設置手続による。

ただし、市町村の区域を分割せずに一の特別区を
設置するときは、上記の設置手続のうち「選挙人の
投票」は不要とする。

特別区を包括する道府県における
特別区の設置に係る特例

※平成２４年９月５日公布

平成２４年９月２１日施行

特別区を包括する道府県は、地方自治
法その他の法令の規定の適用について
は、法律又はこれに基づく政令に特別の
定めがあるものを除くほか、都とみなす。

特別区を包括する道府県に
対する法令の適用

74



大都市地域における特別区の設置に関する法律の対象となる指定都市

１ 単独で人口２００万人を超える指定都市

① 横 浜 市 （３６８．９万人、 隣接自治体を含む合計 ６４０．３万人）

② 名 古 屋 市 （２２６．４万人、 隣接自治体を含む合計 ３５４．３万人）

③ 大 阪 市 （２６６．５万人、 隣接自治体を含む合計 ５６４．６万人）

２ 隣接市町村を含めると人口２００万人を超える指定都市

④ 札 幌 市 （１９１．４万人、 隣接自治体を含む合計 ２５１．５万人）

⑤ さ い た ま 市 （１２２．２万人、 隣接自治体を含む合計 ３４６．７万人）

⑥ 千 葉 市 （ ９６．２万人、 隣接自治体を含む合計 ２１３．３万人）

⑦ 川 崎 市 （１４２．６万人、 隣接自治体を含む合計 ５１１．４万人）

⑧ 京 都 市 （１４７．４万人、 隣接自治体を含む合計 ２０３．１万人）

⑨ 堺 市 （ ８４．２万人、 隣接自治体を含む合計 ４２８．４万人）

⑩ 神 戸 市 （１５４．４万人、 隣接自治体を含む合計 ２９０．９万人）

（参考） 隣接する市町村に指定都市が含まれる場合に、当該指定都市に隣接する市町村も含めた場合の総人口

❶ 横 浜 市 ・ 川 崎 市 （６４０．３万人）

❷ 大 阪 市 ・ 堺 市 （６２９．９万人）
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第３０次地方制度調査会答申（都市内分権関係）

第２ 現行の大都市等に係る制度の見直し

１ 指定都市制度

（３）「都市内分権」により住民自治を強化するための具体的な方策

指定都市、とりわけ人口が非常に多い指定都市において、住民に身近な行政サービスについて住民により近い
単位で提供する「都市内分権」により住民自治を強化するため、区の役割を拡充することとすべきである。

区の役割を拡充する方法としては、まず、条例で、市の事務の一部を区が専ら所管する事務と定めることがで
きることとすべきである。また、区長が市長から独立した人事や予算等の権限、例えば、区の職員の任命権、歳
入歳出予算のうち専ら区に関わるものに係る市長への提案権、市長が管理する財産のうち専ら区に関わるものの
管理権などを持つこととすることを検討すべきである。

このように、区長に独自の権限を持たせる場合には、現在は一般の職員のうちから命ずることとされている区
の事務所の長（区長）について、副市長並みに、市長が議会の同意を得て選任する任期４年の特別職とし、任期
中の解職や再任も可能とすることを選択できるようにすべきである。（略）

なお、現在、区には区の事務所の長（区長）、区の選挙管理委員会、区会計管理者を置くこととされている
が、これに加え、現行の教育委員会制度を前提とする場合には、小中学校の設置管理等をできる限り区で処理で
きるようにする観点から、条例で、区に教育委員会や区単位の市教育委員会の事務局を置くことを可能にするこ
ととすべきである。区の教育委員会等は、小中学校の設置管理など、必ずしも市で一体的に処理する必要がない
事務のうち条例で定めるものを処理することとすべきである。（略）

以上のような新たな区の位置付けを踏まえ、区を単位とする住民自治の機能を強化すべきである。区単位の議
会の活動を推進するため、市議会内に区選出市議会議員を構成員とし、一又は複数の区を単位とする常任委員会
を置き、区長の権限に関する事務の調査や区に係る議案、請願等の審査を行うこととすべきである。
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総合区と区について

区 総合区

設置 条例
・提案権は、市長
・指定都市の全域（総合区がある区域には置かな
い）

条例
・提案権は、市長
・一部の区の区域（区は置かない）

事務所 区の事務所
（分掌する事務は条例（提案権は市長））

総合区の事務所
（分掌する事務は条例（提案権は市長））

事務所の長 区長 総合区長

事務所の長の事
務 区の事務所の長として分掌事務を補助執行する。

総合区の区域に係る政策及び企画をつかさど
る。
主として市長の権限に属する事務を執行する。
（執行する事務は条例で定める）

事務所の長の権
限

（規定なし） 総合区職員任命権・予算意見陳述権

事務所の長の身
分

一般職 特別職（副市長並）

事務所の長の選
任

市長が職員から任命 市長が議会の同意を得て選任

事務所の長の任
期

（規定なし） ４年

市長との関係 市長の指揮監督を受ける 市長の指揮監督を受ける

事務所の長の解
職

適格性に欠く時に分限処分
（リコール請求なし）

市長は、いつでも解職できる
総合区の住民によるリコール請求あり
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総合区・区・特別区について

総合区 区 特別区

１ 位置づけ 指定都市の内部組織 指定都市の内部組織 特別地方公共団体

２ 法人格 なし なし あり

３ 設置 条例 条例 法律

４ 長 総合区長 区長 特別区の区長

主な事務 総合区の政策及び企画をつか
さどる
市長の権限に属する事務のう
ち、条例で定めるものを執行

市長の権限に属する事務の
うち、条例で定めるものを分
掌し、補助執行

区の政策及び企画をつか
さどる
市が処理することとされて
いる事務を処理（上下水道
等、一部の事務は都が処
理）

権限 総合区職員任命権
予算意見陳述権

－ 職員任命権
予算編成権
条例提案権

身分 特別職 一般職 特別職

選任 市長が議会の同意を得て選任 市長が職員から任命 公選

任期 ４年 － ４年

市長との関係 市長の指揮監督を受ける 市長の指揮監督を受ける －

リコール あり なし あり
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副市長
（Ｂ局担当）

総合区長と区長について

区長
（区の事務所の長）

Ａ局長

副市長
（Ｃ局担当）

指定都市の市
長

Ｂ局長 Ｃ局長

：特別職

：一般職

総合区長
（総合区の事務所の長）

総合区長：
①総合区の区域に係る政策及び企画をつかさどる

②主として総合区の区域内に関する事務を執行
(総合区の区域に住所を有する者の意見を反映さ
せてまちづくりを推進する事務等）

③市長の権限に属する事務のうち、主として総合
区の区域内に関する事務で条例で定めるものを
執行

区

総合区

区長：
○市長の権限に属する事務を分掌さ

れた事務を補助執行
（第１５３条の規定により個別の事務を
委任は可能）

・総合区の区域に係る政策
及び企画をつかさどる

・包括的に事務を執行

・補助執行

79



1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



50
.4
%

9.
1%

0.
4%

0.
2%

4.
7% 4.
9%

0.
9%

0.
6% 1.
4% 4.
8%

0.
3% 2.
4%

2.
1%

1.
2%

0.
6% 2.
6% 3.
9%

1.
2%

5.
5%

2.
4%

33
.9
%

14
.7
%

0.
5%

0.
1%

4.
3%

4.
0%

1.
1%

0.
5% 0.
8%

6.
3%

1.
0% 1.
9%

1.
7%

1.
9%

0.
7% 1.
5% 2.
1%

0.
4%

5.
6%

17
.1
%

36
.0
%

1.
7%

0.
2%

5.
8%

2.
5%

1.
3%

0.
2% 0.
8%

6.
4%

0.
6% 1.
0% 1.
8% 3.
2%

1.
8%

0.
8% 1.
4%

34
.3
%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

22



0.2%

0.5%

0.4%

1.8%

5.6%

9.8%

5.6%

12.1%

19.6%

23.6%

28.6%

31.8%

52.6%

43.3%

32.3%

15.6%

9.7%

6.0%

0.5%

0.2%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

91.4%

86.6%

91.3%

8.6%

13.4%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

23



46
.2
%

16
.5
%

0.
1%

7.
8%

1.
6%

0.
4% 3.
9%

1.
6% 4.
5%

17
.5
%

8.
0%

4.
7%

0.
0%

11
.5
%

1.
1%

9.
2%

1.
4%

0.
0% 1.
5%

62
.7
%

0.
7%

0.
0% 3.
7%

0.
1%

0.
0%

6.
7%

0.
3%

0.
1%

87
.8
%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

24



1.1

8.6 8.7
7.9

17.6
16.6

16.5

2.1

11.9
12.8

12.8

0.5

8.4 8.66.6

25.9
25.7

11.3 11.4

0

5

10

15

20

25

30

25



26



27



28



29



30



31



32



33




